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会員通信

衛星リモートセンシングによる海洋観測
漁場環境のモニタリングに向けて

株式会社サイエンスアンドテクノロジー　林 正能

1．はじめに
2021年9月に北海道太平洋沿岸域で発生した

大規模有害赤潮は、サケやウニのほか、ツブ貝、
タコといった多様な魚種に甚大な被害をもたら
し、その被害額は令和4（2022）年2月28日現在で
81.9億円に達すると報告されている1）。その後、
北海道と北海道大学による調査・研究によって、
高濃度の植物プランクトンがロシア方面の海域
から親潮に沿って南下してきたこと2）、赤潮の原
因種が渦鞭毛藻類のKarenia selliformis（カレニ
ア・セリフォルミス）であること3）、被害が広域化し
た原因はカレニア・セリフォルミスが北海道東部
沿岸の海流によって広範囲に拡げられた可能性
があること4）が分かってきた。この一連の調査・
研究の中で、宇宙航空研究開発機構（JAXA）が
打ち上げ、運用している人工衛星GCOM-C「し
きさい」による植物プランクトン（クロロフィルa濃

度）の観測から、9月中旬から10月にかけて植物
プランクトンが増殖する状況や、道東沿岸に沿っ
て南下していることが明らかにされ2）、衛星を用い
たリモートセンシングによる解析が寒冷域赤潮
の実態の解明に重要な役割を果たした。

衛星リモートセンシングでは、水循環・気候5）の
ほか、海象や海色、氷雪などを観測・解析できる。
水産分野においても、昭和50年代より一般社団
法人漁業情報サービスセンター（JAFIC）によっ
て衛星情報の漁業利用に関する研究が進めら
れ、人工衛星を利用した各種の海況情報を漁業
者に配信している。また、近年の衛星リモートセ
ンシング技術の進展に伴い、遠洋・沖合漁業の漁
場探索、沿岸漁業の効率化、増養殖漁業のリス
ク管理、定置網漁業の最適化などに応用され6）、
ICTと組みあわせたスマート沿岸漁業の取り組
みも進んでいる7）。
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しかし、センサの技術開発が進み、新たな人工
衛星が打ち上げられると同時に、ミッションを終
え運用が停止される衛星も多く、海洋観測に活用
できる衛星プラットフォームやセンサは年々変化
しているといえる。そこで本稿では、水産分野に
おける衛星リモートセンシングの更なる活用に向
けて、現在利用できる海洋観測衛星とセンサの
性能、および衛星データの活用による漁場環境の
モニタリングの事例について紹介する。

2．現在の主要な海洋観測衛星
海洋観測が可能な衛星・センサとその観測対

象については、日本リモートセンシング学会に属
する「海洋・湖沼リモートセンシング研究会」が中
心となってとりまとめた「人工衛星を利用した海
洋の可視化の推進に向けた調査報告書」 8）に詳
細が記載されている。報告書では観測対象を5
つのカテゴリーに区分し（表1）、利用可能な衛星
と搭載されているセンサの現状、時空間解像度
について解説している。ここでは、海洋環境、特
に漁場環境のモニタリングに活用されている水
温と海色（表2）について紹介する。

（1）海面水温
衛星リモートセンシングによる水温観測では、

衛星が計測した光（熱赤外線やマイクロ波）を、
物理法則などを利用して水温に換算する。この
水温は海表面の温度に相当するため「海面水温」
と呼ばれる。

海面水温観測で、高い時間・空間解像度を有
する衛星センサは「しきさい」に搭載されたSGLI

（Second-generation Global Imager、 表2）であ
り、2日の時間解像度、250mの空間解像度は
従来の衛星では困難であった沿岸域の海洋環
境観測への利用が期待されている。100mとい
う高い空間解像度を有するLandsat-8のTIRS

（Thermal Infrared Sensor）も沿岸域での応用
が期待されるが、時間解像度が16日であり水温の
時系列変化を追跡できないこと、観測精度が「し
きさい」の0.41 K（ケルビン：絶対温度）に対して
Landsat-8は0.7 Kと低いことが欠点となっている。
また、Himawari-8,9「ひまわり8号、9号」のAHI

（Advanced Himawari Imager）などの静止衛星
は、時間解像度が10分と非常に高いが、空間解像
度が2kmと極軌道の衛星センサに比べて低い8）。

表1　海洋観測で利用可能な人工衛星の観測対象と数

カテゴリー 観測対象 衛星の数（注1）

1 水温 15

2 海色（クロロフィル a、TSS: 全懸濁物質、 
CODM：有色溶存有機物など） 12

3

海氷 11

海上気象（海上風・ 降水） 6

塩分 3

海面高度 4

4 測位 17

5
可視高解像度 26

SAR: 合成開口レーダー 17

注 1）異なる衛星に同じセンサが搭載されているものも含む（2020 年 12 月現在）。
注 2）日本リモートセンシング学会 8) をもとに作成
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上記の人工衛星は、熱赤外線を計測する水
温センサを搭載しているが、AquaのAMSR-E

（Advanced Microwave Scanning Radiometer-
EOS）、GCOM-W「しずく」のAMSR2 （Advanced 
Microwave Scanning Radiometer-2）などマイ
クロ波を計測する水温センサを搭載した衛星も
ある。熱赤外線のセンサは、空間解像度や観測
精度は高いが、雲がある場合には観測できない。
一方、マイクロ波のセンサは、雲の影響を受けな
いため常時モニタリングが可能であるが、空間解
像度が低い（30km程度）という欠点がある8）。

（2）海色
海水中の懸濁物質や溶存物質は、それぞれ固

有の波長特性を持ち、海の色を変化させる。衛

星に搭載された海色センサは、海面上の光の波
長変化（すなわち海の色）を測定し、海水中に
含まれる物質の量や光学特性を推定する高感
度センサである。海色リモートセンシングは、
1978年に打ち上げられた気象衛星Nimbus-7
搭載の海色センサCZCS（Coastal Zone Color 
Scanner）による海洋植物プランクトンの観測
が始まりであったが、本格的には1996年以降
で、ADEOS「みどり」のOCTS（Ocean Color 
and Temperature Scanner）、OrbView-2の
SeaWiFS（Sea-Viewing Wide Field-of-View 
Sensor） お よ びAquaのMODIS（Moderate-
Resolution Imaging Spectroradiometer）によっ
て観測が継続されてきた。

これらのセンサの空間解像度は約1kmであっ

観測対象 衛星名 /センサ名 センサ種類 時間
解像度

空間
解像度

観測
開始年 軌道 開発機関

（注1）

水温

Aqua/MODIS 熱赤外 1日 1km 2002 極軌道 NASA

Aqua/AMSR-E マイクロ波 2回/日 30km 2002 極軌道 NASA

GCOM-W/AMSR2 マイクロ波 2回/日 30km 2012 極軌道 JAXA

LANDSAT-8/TIRS 熱赤外 16日 100m 2013 極軌道 USGS/
NASA

Himawari-8,9/AHI 熱赤外 10分 2km 2016 静止軌道 JMA

GCOM-C/SGLI 熱赤外 2日 250m 2017 極軌道 JAXA

海色

Aqua/MODIS

可視・
近赤外

1日 1km 2002 極軌道 NASA

COMS/GOCI １時間 500m 2010 極軌道 KIOST

LANDSAT-8/OLI 16日 30m 2013 極軌道 USGS/
NASA

Himawari-8,9/AHI 10分 500m-2km 2014 静止軌道 JMA

Sentinel-2A,2B/MSI 5日 10m-60m 2015 極軌道 ESA

Sentinel-3A,3B/OLCI 2回/日 30m 2016 極軌道 ESA

GCOM-C/SGLI 2日 250m 2017 極軌道 JAXA

注 1）�NASA: National Aeronautics and Space Administration （ ア メ リ カ 航 空 宇 宙 局 ） ; JAXA: Japan Aerospace 
Exploration Agency （宇宙航空研究開発機構）; USGS: United States Geological Survey （米国地質調査所） ; 
JMA: Japan Meteorological Agency （気象庁） ;  KIOST: Korea Institute of Ocean Science and Technology（韓
国海洋科学技術院）; ESA: The European Space Agency （欧州宇宙機関）

注 2）日本リモートセンシング学会 8）をもとに作成

表2　水温・海色が観測可能である主要な人工衛星とその諸元（観測開始年順）
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たが、現在の12機の海色の衛星センサで高い時
間・空間解像度を有しているのは、「しきさい」の
SGLIである（2日、250m）。LANDSAT-8のOLI

（Operational Land Imager）やSentinel-2のMSI
（Multispectral Imager）の空間解像度はそれぞ
れ30 m、10 m ～ 60 mと高いが、これらのセン
サは陸域用に開発された高解像度センサで、時
間解像度はそれぞれ16日、5日と低い。「ひまわり」
は時間解像度がもっとも高い（10分）が気象衛星
のため、海色観測には限界がある8）。

3．衛星リモートセンシングの活用
（1）クロロフィルa濃度による赤潮の検知と追跡

2021年9月中旬に北海道東部の太平洋沿岸で
発生した赤潮については、当社でも日々の報道か
ら被害状況を注視するとともに、「しきさい」を利
用してクロロフィルa濃度の分布域を追跡した（図
1）。最初の報道は、9月17日の釧路市桂恋漁港
の海水の変色であったが、9月末には赤潮によ
る漁業被害が根室から釧路、十勝、そして日高ま
での海域に広がった（表3）。衛星データによる
クロロフィルa濃度の高濃度域の動きは、新聞報
道による赤潮の発生と漁業被害の状況とほぼ一

致していた。北海道大学が2021年10月6 ～ 12日
にかけて襟裳岬西岸から厚岸沖で実施した調
査においても、表面海水中に出現したカレニア・セ
リフォルミスの細胞数密度とクロロフィルa濃度
の間には有意な正の関係が観察されている9）。

衛星リモートセンシングを用いた有害藻類の検
出手法については、瀬戸内海のカレニア・ミキモ
トイ（Karenia mikimotoi） 10）、有明海のシャトネラ

（Chattonella） 11）などを対象としたAqua/MODIS
による開発事例がある。これらの有害藻類の
検出には、殻の有無などの形態や細胞内の色素
に由来する分光特性を利用することが多い。検
出精度は観測センサの空間解像度や分光特性
に依存するが、今回の北海道の赤潮の原因種で
あるカレニア・セリフォルミスの検出については、
Aqua/MODISよりも空間解像度が高く、海色用
途のバンド数の多い波長帯を有する「しきさい」
を用いた試みがなされている12）。

赤潮の検出は直接的な防除対策とはならない
が、原因種が優占する水塊を衛星データにより検
出し、赤潮ほど高密度になる前に、事前に準備し
た何らかの防除対策を施すことが重要であると
考えられている9）。

衛星データによるクロロフィルa
濃度の分布状況

新聞報道による
赤潮の発生と漁業被害の状況

9月 16 日：道東海域のクロロフィル a
濃度は沿岸よりも沖合で高く、沖合で
は 10mg/m3 以上の濃度の分布が確認
された。

9 月 19 日：釧路市の桂恋漁港沿岸で
10mg/m3 以上のクロロフィル a 濃度
が接岸した。

9 月 23 日：十勝沿岸の厚内漁港、大津
漁港および大樹町沿岸で 10mg/m3 以
上のクロロフィル a 濃度が確認された。

10 月 9 日：このような 10mg/m3 以上
のクロロフィル a 濃度の分布が北海道
東部の太平洋沿岸域を覆う状況は 10
月 9 日まで確認された。

9 月 17 ～ 20 日：釧路市の桂恋漁港で、海水が茶褐色に変色する
赤潮が発生していたことが水産研究・教育機構釧路庁舎（釧路市）
の調べで分かった。13 日ごろから庁舎で飼育するベニザケやウニ
などが相次いで死んだ。17 日に赤潮の原因となるカレニア・ミキ
モトイなどのプランクトンの増殖を確認。（北海道新聞、9 月 25 日）

9 月 23 日：大樹町内では漁港内の海面に赤い濁りが見られるよう
になった。（十勝毎日新聞、9 月 27 日）

9 月 25 日：十勝管内豊頃町の大津漁港で、定置網漁で水揚げされ
た秋サケ1,300匹以上が死んでいたことが分かった。（北海道新聞、
9 月 26 日）浦幌町の厚内漁港や大樹町内の漁港でも赤潮が確認さ
れた。

9 月 29 日：赤潮は釧路管内厚岸町から日高管内えりも町付近の沿
岸の広い範囲で、29 日現在も発生している。（北海道新聞、9 月
30 日）

表3　北海道東部におけるクロロフィルa濃度の分布状況と赤潮の発生状況
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（2）基礎生産量の推定
海洋の植物プランクトンが担う基礎生産は、

海洋生態系の食物網の基礎であり、動物プラン
クトンや魚介類などの餌料環境を支える重要な
役割を果たしている。また、地球温暖化など環
境問題への社会的関心が高まるなか、大気中の
CO2の主要な吸収源である海洋の炭素循環を
把握するうえでも、基礎生産を見積もることが重
要である。

海洋の基礎生産の測定は、船舶観測における
C13を用いた現場法あるいは疑似現場法などで
測定されていたが、人工衛星による推定が可能と
なったのは、前述したとおり1978年に打ちあがっ
たNimbus-7に搭載されたCZCS以降である。衛
星リモートセンシングによる基礎生産量の推定ア
ルゴリズムについては平譯ら13）が取りまとめてい
る。海洋の純基礎生産量は、単位時間あたりに、
ある深度に生息する植物プランクトンに吸収され

図1　�人工衛星「しきさい」の観測データから作成した�
北海道道東の太平洋沿岸で発生した赤潮期間におけるクロロフィルa濃度の分布

（数値データ提供：SGLI準リアルデータ提供サービス（JAXA））
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た光子エネルギーが、光合成回路に伝達され、有
機物として固定された炭素量として表される。ク
ロロフィルaは光合成に必須の色素であると同時
に植物プランクトンの現存量の指標となるため、
一般に純基礎生産量の推定には「クロロフィルa

濃度」を使う。また、植物プランクトンの活性に重
要な環境条件として考えられる項目としては、「水
温」と光合成のエネルギー源である「光（光合成
有効放射など）」がある。本来は栄養塩濃度も

基礎生産を決定する重要な要因であるが、残念
ながら栄養塩を衛星リモートセンシング技術で
直接測定するのは困難であるため、水温等の影
響に含まれていると仮定されている14） 。基礎生
産推定モデルとしては、光合成に有効な「波長」・
日照「時間」・有光層「水深」をあらかじめ積分し
たVGPM（Vertically Generalized Production 
Model）モデル15）が比較的多く利用されている。
Kameda and Ishizaka16）はVGPMモデルがクロ

図2　�人工衛星「しきさい」の海面水温、光合成有効放射およびクロロフィルa濃度データから�
推定した日本周辺海域における基礎生産量（2018年4月29日10時21分）

（数値データ提供：SGLI準リアルデータ提供サービス（JAXA））
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ロフィルa濃度の高い場所で過大になることに着
目し、日本周辺海域のデータを付け加えて再解
析を行い、水柱内最大光合成活性が水温だけで
なくクロロフィルa濃度に依存していることを明ら
かにし、日本周辺海域の基礎生産の推定精度を
向上させた。

当社において、人工衛星「しきさい」の海面水
温、光合成有効放射およびクロロフィルa濃度を
入力データとし、Kameda and Ishizakaモデル
16）を用いて日本周辺海域の基礎生産量を推定し
た例を図2に示した。三陸沖の親潮と黒潮の混
合域や、紀伊半島沖の黒潮蛇行流路の内側等
で基礎生産量が高い様子が分かる。前述した
ように、「しきさい」は、時間解像度2日、空間解像
度250mと従来衛星よりも時空間解像度が高い。
そのため、漁業権が設定されている内湾・沿岸域
の漁場においても、魚介類の餌料環境を広域的
かつ経時的にモニタリングできると考えられる。

4． �サロマ湖における当社の漁業モニタ
リングの事例

当社では平成29（2017）年度よりサロマ湖養殖
漁業協同組合が運営する「サロマ湖関連情報集
約システム」の事業に参画し、リアルタイム情報の
発信システムの構築を含めたホームページの作
成と保守管理を担当している。

サロマ湖は、ホタテガイ養殖発祥の地であり、
現在では湖面の50％以上がホタテガイとカキの
養殖に利用されているほか、外海に放流するホタ
テ稚貝の生産漁場にもなっている。サロマ湖養
殖漁業協同組合は、湖の漁場環境と漁業資源を
包括的に管理し、永続的に利用することを目的と
して、常呂、佐呂間、湧別の3漁協によって設立さ
れた組織である17）。

組合のホームページでは、サロマ湖周辺のアメ
ダスなどの気象観測所における気温、風向・風速
のほか、湖内に毎年5 ～ 10月に設置する水質観
測ブイによる水温、塩分などのリアルタイム情報

（毎正時更新）を分布図などで公開している（図
4）。また、組合では、サロマ湖内と外海の漁場環
境の調査、ホタテガイ養殖生産に係わる各種調
査の結果を「養殖センターだより」にとりまとめ組
合員に速報している。この「養殖センターだより」
は過去のバックナンバーも含めてホームページに
掲載しているが、年間の発行数は約60回に達し
ている。調査の内容を紹介すると、ホタテガイ養
殖に係わる調査では、4 ～ 6月には産卵時期を
推定するための「生殖巣熟度調査」、採苗器投入
時期を決定するための外海と湖内における「ラー
バ（浮遊幼生の分布）調査」、5 ～ 7月には「採苗
付着状況調査」、4 ～ 11月には「ホタテガイの成
長モニタリング調査」を実施している。漁場環境
に係わる調査では、ホタテガイの生育に影響を及
ぼす水質項目として、4月には低塩分水（< 30）、
水温が上昇する7 ～ 9月には高水温（22℃以上）
と底層の貧酸素（< 5mg/L）の出現状況を、湖内
中央部で実施する水温、塩分、溶存酸素の鉛直
観測で監視している。サロマ湖が結氷する冬季
には、「オホーツク海流氷分布状況」、「湖内結氷
状況」について組合員に情報を提供している。

このように、サロマ湖のホタテガイ養殖で必
要となる漁場環境情報は多岐にわたる。当社
では、サロマ湖情報集約システムの利便性を
高めるため、「しきさい」による漁場環境情報の
提供を検討している。「しきさい」の空間解像度

（250m）は、従来の人工衛星よりも高い。例えば、
MODIS（1km）と比較すると16倍、サロマ湖の面
積152km2で考えるとデータ（メッシュ）数は152
から2,432となり、衛星データによる広域情報に加
え、沿岸域のローカルな情報として空間データを
切り出すことも可能となる。サロマ湖の漁場環境
モニタリングに適用可能な衛星データとしては、
ホタテガイ採苗期における湖内と外海の水温、養
殖ホタテガイや養殖カキの餌料環境の指標とな
るクロロフィルa濃度あるいは基礎生産量、湖内
の結氷状況などがあげられる。これらの情報を
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漁業生産に生かすためには、漁業関係者との情
報交換によって、どのような情報を、どのタイミン
グで、どのように可視化し、提供するかを検討す
る必要がある。また、水質観測ブイや現地観測に
よるデータとの相互比較によって、衛星データの
精度と有効性を検証し、信頼性の高い情報提供
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■刊行物
FRAニュース　vol.71（2022年９月発行）

「FRAニュース」は水産研究・教育機構が年4回発行する広報誌です。
vol.7１は、「どうなってんだ？　アサリ」として、アサリの不漁の現状や、
アサリに関する研究の状況やその成果を紹介しています。

また、今年は水産研究が始まってから125周年にあたることから、水
産研究・教育機構が行ってきた研究成果から戦前のトピックスを紹介し
ています。

FRAニュースvol.71は、以下のURLからダウンロードしてお読みいた
だけます。

http://www.fra.affrc.go.jp/bulletin/news/fnews71.pdf

おさかな瓦版　No.108　トラフグ（2022年７月発行）

「おさかな瓦版」は水産研究・教育機構が年6回発行するニュースレ
ターです。小中学生を対象に、水産生物や漁業を分かりやすく解説し
ています。108号は当機構が資源評価を行っている「トラフグ」です。
寿命は10年以上、大きさは約80センチ、体重は10キロ以上にもなりま
す。「トラフグ」の生活は未解明なところが多く残っています。これまで
に分かっているトラフグの生息場所やトラフグの産卵場所を見つける調
査の様子を紹介しています。

おさかな瓦版No.108は、以下のURLからダウンロードしてお読みい
ただけます。

http://www.fra.affrc.go.jp/bulletin/letter/no108.pdf

地球環境保全のためのCO2 排出抑制や、安全保障からのエネルギー自給といった観点から洋上
風力発電が施策として実現されるのは、当然の成り行きでしょう。一方で、沿岸海域は食料自給の観
点から、将来にわたって健全な漁業生産が営まれるよう維持していくことが必要です。

当協会では、漁業が洋上風力発電と共存し今後も発展できることを基本に、洋上風力発電施設の
建設に伴う漁業影響調査の考え方を提示しており、この度ホームページ上で「洋上風力発電施設建
設に伴う漁業影響調査内容について」を公開しました。

http://www.jfsta.or.jp/activity/offshorewind/index.html

水産研究･教育機構からの情報

洋上風力発電施設の建設に伴う漁業影響調査について
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■プレスリリース
電気を使った海産ミミズの観察と制御－養殖場の環境診断と浄化技術への応用に期待－…

　(2022年8月9日)

理化学研究所（理研）と水産研究・教育機構の共同研究グループは、養殖環境に生息する海産ミミ
ズの活動によって作り出される電気シグナルのリアルタイム計測に成功しました。

本研究成果は、電気シグナルを使った養殖場の環境診断と浄化技術の開発に貢献すると期待でき
ます。

近年、食料問題を解決する切り札として養殖業に注目が集まっていますが、過剰な餌の投与は魚病
や赤潮を引き起こす原因になります。

今回、共同研究グループは、養殖場の直下にある底質からサンプルを採取し、そこに生息する海産
ミミズが作り出す電気シグナルを追跡しました。その結果、適切な給餌量かどうかを電気シグナルを
指標として把握できること、さらには人為的に海産ミミズの行動と代謝を制御できることを見いだしま
した。

本研究は、科学雑誌『Frontiers in Microbiology』オンライン版（8月10日付：日本時間8月10日）に
掲載※されました。

※DOI：10.3389/fmicb.2022.907703

底びき網漁具の改良による船上作業の軽労化と収益性改善に向けた取組
－秋田県北部地区をモデルケースとした底びき網漁業の実証調査が完了－
(2022年8月19日)

水産研究・教育機構開発調査センターは、秋田県水産振興センターと連携して、平成29年度から底
びき網漁業の船上作業の効率化と収益性の改善を図るための実証調査を実施しました。秋田県北
部地区の底びき網漁業をモデルケースとして、船上作業の軽労化を図るための漁具改良と漁獲物の
付加価値を向上させる取組の成果が得られました。

漁具は簡単に1日程度でできる改良を施し、小型ヒトデ類等の不要物の大量入網を大幅に減少で
きました。水揚げ対象の有用魚種は改良前と変わらず漁獲出来ました。また、不要物を選別する手
間が省けたためトヤマエビの活出荷や低利用魚種でも一定以上の単価が得られる付加価値向上と
販売収入の増加につなげました。

以上の成果は、底びき網漁業の操業効率の向上と収益性の改善に向けて有効的に活用されるこ
とが期待でき、既に秋田県の漁業者支援施策に活用されて普及が進んでいます。

■水産研究・教育機構成果発表会を開催しました。
当機構は7月22日に「どこまですすんだ？ウナギ研究」をテーマに第9回成果発表会を開催しま

した。

要旨や映像は当機構のウェブページ（https://www.fra.affrc.go.jp/event/20220722/archive.
html）からご覧いただけます。
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編集後記
当協会本部事務所が三会堂ビルから西新橋に移転してから２か月が経過しました。事務所は虎ノ門ヒ

ルズや新橋駅に近く、これまでとは雰囲気が少々異なりますが、今までと同様に日々の業務を行っています。
さて、今回のニュースでは会員通信として、賛助会員である株式会社サイエンスアンドテクノロジーより、

同社が関わっている衛星リモートセンシング活用した漁場環境モニタリングの事例などのご紹介の記事
をご投稿いただきました。リモートセンシングの精度が格段に上がってきたことや、漁場環境のモニタ
リングに活用されていることがわかりました。

相変わらずコロナの話が尽きません。当初、新型コロナ感染症と呼ばれていたと思います。3年目とも
なると、「新型」の、「新型」の、「新型」…が出ているようで、「最新の型」に「細心」の注意が必要となって
います。 （横山）

事務局からのお願い
これまでも会員の皆様にお願いしてまいりましたが、JFSTA NEWS では皆様からのご投稿をお

待ちしております。ジャンルは問いません。総説であってもコラム記事であっても何でも結構ですが、
水産業が元気になるような記事を歓迎します。地域で特徴的な魚や、活気のある市場の風景の写真
に、簡単な説明を付けたものなども歓迎いたします。

■Twitter始めました
　Facebook、YouTubeともどもよろしく
　お願いいたします。

問い合わせ先
国立研究開発法人 水産研究･教育機構　経営企画部広報課　
住所　〒221-8529　横浜市神奈川区新浦島町1-1-25　テクノウェイブ100　6階
TEL ： 045-277-0120（代表）　URL ： http://www.fra.affrc.go.jp

Twitter	 https://twitter.com/fra_go_jp
Facebook	 https://www.facebook.com/fra.go.jp/
YouTube	 https://www.youtube.com/channel/UC1lTVadqC6P9vmHAUieAN9Q


